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１．事業の概況 

 

当事業年度におけるわが国経済は、緩やかな回復傾向が続いていましたが、急激な円

高の進行や資源高に加え、事業年度末に発生した「東日本大震災」の影響により、本格

的な回復には至らないまま推移しました。 

情報通信分野においては、ＩＰ化・ブロードバンド化の進展に伴うネット利用の普及

による広がりに加え、通信と放送、固定と移動の融合や、ＳａａＳ（※1）、クラウドコン

ピューティング（※2）、ＣＧＭ（※3）等ネットを活用した新たなサービスの拡大、スマー

トフォン、タブレット型端末の普及等により、構造変化が進展しています。 

ブロードバンドサービス市場においても、光アクセスサービスがブロードバンドサー

ビスの過半を占めるまでに拡大し、事業者間の設備競争およびサービス競争の進展に加

え、映像配信も含めたトリプルプレイ提供の拡大、多様な無線端末を活用した新たなサ

ービスの登場など、市場環境が大きく変化しています。一方、電話市場においても、光

アクセスサービスの拡大に伴い、既存固定電話から光ＩＰ電話への移行が進み、また、

他事業者によるドライカッパ回線を利用した直収電話サービスやＣＡＴＶ事業者による

電話サービスとの競争が続いています。 

当社は、このような厳しくかつ激変する事業環境のもと、お客様が安心してすべてを

任せることができる「身近な総合ＩＣＴ（※4）企業」として、良質かつ安定的なユ

ニバーサルサービスの提供・維持に努めるとともに、平成２０年５月に日本電信

電話株式会社が策定したＮＴＴグループの中期経営戦略「サービス創造グループを

目指して」の実現に向け、ＮＧＮ（※5）の構築とそのネットワークを活用した新しいサ

ービス・商品の提供や、お客様にとって“使いやすい”新しい料金メニューの提供等を

通じて、お客様や地域・コミュニティのニーズにあった安心・安全・便利に配慮し

た信頼性の高い魅力的なブロードバンドサービスの普及拡大に積極的に努めてき

ました。 

一方、「東日本大震災」の影響により、東北地方を中心とした地域において、サ

ービスの一部がご利用いただけない状況となり、お客様にご不便をおかけいたし

ました。全社を挙げて通信サービスおよび通信設備の復旧に取り組むとともに、

被災地域における連絡・情報収集手段の確保を図るなどの取り組みを行ってきた

ところであり、引き続き、通信サービスおよび通信設備の本格的な復旧や、被災
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者支援・被災地域復興に向け、全力で取り組んでまいります。 

①光・ＩＰ系サービス推進に向けた取り組み 

ＮＴＴグループ中期経営戦略「サービス創造グループを目指して」の具現化に向け、「フ

レッツ光」（※6）について、自治体との連携等により提供エリアを拡大しました。契約数

については平成２２年８月には８００万契約を突破しましたが、「東日本大震災」等の影

響もあり、平成２３年３月末時点での契約数は８５１万契約にとどまりました。そのう

ちＮＧＮを活用した、信頼性に優れ、帯域保障型アプリケーションも利用可能な光アク

セスサービス「フレッツ 光ネクスト」の契約数については２９６万契約となっており、

「フレッツ光」新規開通の大半を占める状況になっています。 

「フレッツ光」の普及拡大と利活用促進に向けては、スマートフォン、タブレット型

端末等、多様化・パーソナル化しているＷｉ-Ｆｉ（※7）端末市場に対応し、宅内外での

無線ＬＡＮ接続を実現するモバイルＷｉ-Ｆｉルータ「光ポータブル」の提供開始とあわ

せ、公衆無線ＬＡＮサービス「フレッツ・スポット」の一部メニューについて月額利用

料を値下げしました。また、「フレッツ光」を活用してサービス提供者と利用者を結ぶ「フ

レッツ・マーケット」と家庭用クラウドデバイス「光ｉフレーム」の提供を開始しまし

た。更には、「フレッツ・ソフト配信サービス」の対象ＯＳおよびソフトのラインナップ

を拡大し、「フレッツ光」マンションタイプ ミニの提供条件を見直すなど、サービスの

拡充による利用シーンの創出や新しい料金メニューの提供に取り組みました。 

また、「フレッツ光」については、より多くのお客様にご利用いただけるよう、月額利

用料や工事費等の各種割引施策を実施するとともに、ＣＲＭ（※8）の充実によるお客様

満足の向上を目的とした会員制プログラム「フレッツ光メンバーズクラブ」については、

平成２３年２月に会員数が１５０万を突破し、更には、ポイントプログラム交換メニュ

ーとして、音楽ダウンロードや電子書籍等のインターネットサービスメニューを追加す

るなど、お客様に継続してご利用いただくための取り組みを強化しました。一方、住ま

いや暮らしの中での光アクセスサービスの最新利用シーンを体験・実感できるショール

ーム「光ＨＯＵＳＥ（ひかりハウス）」をオープンし、光アクセスサービスの先進性・利

便性・安全性の理解促進に努めました。 

更に、集合住宅オーナー様、管理会社様および管理組合様向けに提供している「フレ

ッツ・テレビ 建物一括契約プラン」（※9）の月額利用料を値下げし、宮城ケーブルテレ

ビ株式会社様との協業による「宮城ケーブルテレビ＆フレッツ光」（※10）の提供を開始

するなど、映像系サービスの拡充にも努めました。加えて、インターネット診療順番予

約サービスを提供するアイチケット株式会社様との協業によるクリニックや医院向け
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「アイチケットｏｎフレッツ光」の提供を開始するなど、幅広い分野の事業者との連携

を図りました。 

お客様サービスの向上に向けては、サービス提供までに必要な期間の短縮に向け、お

申込み受付時の工事日決定・ご案内、無派遣工事の推進等により、光アクセスサービス

の開通納期短縮に継続的に取り組みました。なお、「東日本大震災」等の影響により、工

事等について、お客様要望に迅速な対応ができない場合もあり、お客様にご不便をおか

けしました。また、お客様に安心してご利用いただけるサービスの取り組みとして、ネ

ットセキュリティサービス「フレッツ・ウイルスクリア」について、複数台のパソコン

の契約情報管理、セキュリティ設定を一括で実行することが可能な「フレッツ・ウイル

スクリアⅴ６ 管理ツール」の提供を開始し、パソコンやルータ、プリンタ等のブロード

バンド全般に関するお客様からの幅広いお問い合わせに遠隔で対応する「リモートサポ

ートサービス」については、平成２２年１１月に２００万契約を突破しました。 

一方、平成２２年１１月には、ＰＳＴＮ（※11）のマイグレーション（※12）に関する概

括的展望について公表しました。ＰＳＴＮからＩＰ網へのマイグレーションについては、

ＩＰ系サービスへの需要のシフトおよびＰＳＴＮ交換機の寿命などを勘案し、概ね１０

年後の平成３２年頃から開始し、平成３７年頃に完了することを想定しています。ＰＳ

ＴＮからＩＰ網へのマイグレーションにあたり、一部提供を終了するサービスがありま

すが、お客様への十分な周知期間を取ったうえで、お客様対応を実施します。なお、Ｐ

ＳＴＮからＩＰ網にマイグレーションした後も、お客様がＰＳＴＮでご利用いただいて

いる基本的なサービスを継続してご利用可能とすることはもとより、今後とも引き続き

ＩＰベースのサービスを拡充し、お客様の利便性向上に努めることにより、ＩＰ・ブロ

ードバンドの普及拡大を図っていきたいと考えております。 

②ソリューションビジネスの取り組み 

自治体、教育等の分野に対し、業界の特性や動向を踏まえた業界特化型のソリューシ

ョンを中心に、ＩＣＴの利活用により地域のお客様に喜んでいただけるよう、効率的か

つ効果的な営業活動を展開しました。 

自治体分野については、条件不利地域（※13）の自治体における光設備構築に参画し、  

ＩＲＵ（※14）契約により当社が自治体の光設備を借り受け、ブロードバンドサービスを

提供することで、デジタル・ディバイドの解消に積極的に取り組むとともに、地デジ再

送信や防災告知等のソリューションをあわせて提供するなど、地域のニーズに合わせた

ブロードバンドサービス環境の提供に積極的に取り組みました。また、宮城県栗原市、

福島県三春町・南会津町との連携により、遠隔健康相談システムを提供しました。更に
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は、地方自治体が容易に導入可能な会議録作成支援システム「ＶｏｉｃｅＡｉｒ（ボイ

スエア）」の提供を開始しました。教育分野については、総務省におけるフューチャース

クール実証実験へ参画しました。 

企業向けＶＰＮサービス拡充の取り組みとしては、「フレッツ・ＶＰＮ ゲート」につ

いて、１Ｇｂｐｓ品目に契約者回線を二重化構成で提供する「デュアルクラス」を加え

るとともに、１００Ｍｂｐｓ品目のアクセス回線に「フレッツ 光ネクスト ビジネスタ

イプ」を加えました。また、「フレッツ・ＶＰＮ ワイド」についても、アクセス回線に

「フレッツ 光ネクスト ビジネスタイプ」を加えました。更には、「フレッツ・ＶＰＮ ワ

イド」、「フレッツ・ＶＰＮ ゲート」、「フレッツ・キャスト」を対象に、２４時間一元受

付や、回復状況通知機能、レポート報告機能、工事・故障情報通知機能によりお客様の

保守・運用を効率的にする「サポートオプション」の提供を開始しました。 

事業所向けサービス拡充の取り組みとしては、「フレッツ 光ネクスト」で「ひかり電

話」をご利用のお客様に対し、帯域確保型データ通信サービスを実現する「データコネ

クト」、「データコネクト」に対応し、高品質の多地点テレビ電話会議等にも利用可能な

大容量・多チャンネルのセンタ拠点向け光ＩＰ電話サービス「ひかり電話ナンバーゲー

ト」の提供を開始しました。また、中堅中小企業のお客様からのオフィスＩＣＴ機器の

使い方等の相談や、お客様の故障・不具合等のトラブルが発生した際、専用のコールセ

ンタにてワンストップで対応する「オフィスまるごとサポート」の提供を開始しました。

更に、ホームページの脆弱性診断および改ざん検出を安価に利用可能な「Ｗｅｂセキュ

リティ診断」をメニューに追加し、サービスの充実を図りました。一方、東芝グループ

（株式会社東芝およびグループ各社（※15））様との中堅中小企業向けオフィスＩＣＴ機

器販売、ネットワーク構築、保守サポートに関する協業や、オムロン株式会社様との協

業による企業向け環境ソリューションの提供を開始し、ヤマハ株式会社様との遠隔地間

を繋ぐ演奏環境ソリューションの提供に向けた協業に合意するなど、幅広い分野の事業

者との連携を図りました。 

③事業運営体制の状況等 

事業運営体制については、東京地域において、お客様サービスの向上と業務効率化を

図るため、株式会社ＮＴＴ東日本-東京南を存続会社とした東京地域他４社（※16）との

吸収合併を行い、あわせて商号を株式会社ＮＴＴ東日本-東京に変更いたしました。 

また、効率的なコールセンタ業務運営として、継続して１１３センタ等故障受付業務

の拠点集約に取り組むとともに、工事会社も含めたＢＰＲ（※17）やシステム改善にも継

続的に取り組み、「フレッツ光」受付オーダ処理時間の短縮を実現することに加え、工事



- 5 - 

会社への工事情報のフロースルー化や、工事従事者携帯用端末のシンクライアント（※18）

化を開始するなど、一層の経営の効率化による経営基盤の安定・強化を図り、経営環境

の変化に即応した弾力的な事業運営に努めました。 

④ＣＳＲの推進に向けた取り組み 

情報通信サービスの提供を通じて、地球環境に優しく、社会の健全で持続的な発展に

寄与していくことを企業の社会的責任と考え、ＣＳＲ活動をＮＴＴ東日本グループにお

ける事業運営の重要な柱の一つとして位置づけ、「ＮＴＴグループＣＳＲ憲章」（平成１

８年６月制定）を基本に、法令等遵守や環境負荷低減に向けた取り組みはもとより、「つ

なぐ」ことを使命に、安心・安全な通信インフラの提供による信頼の維持・向上に努め

ました。 

法令等遵守の取り組みとしては、個人情報保護、適正な広告表示、労働者派遣をはじ

めとした各種法令等の遵守はもとより、公正競争の確保に向け、継続した取り組みを行

いました。特に、他事業者に関する情報について、営業部門から隔絶するための措置や

適正利用に向けた研修の充実、監査・点検の強化等の取り組みを実施しました。 

環境負荷低減に向けた取り組みとしては、お客様への情報通信サービスのご利用によ

る環境負荷低減のご提案や、省エネ型ネットワーク設備への更改、社用車の低公害化、

公衆電話ボックス内蛍光灯のＬＥＤ化等の取り組みを実施しました。更に、社員等の環

境意識の醸成に向けて、「ｅｃｏ検定（※19）受験」、「地域清掃活動」、マイカップ対応自

動販売機の設置による「マイカップ利用」等を推奨し、職場や家庭、地域社会等、様々

な場面での環境負荷低減につながる取り組みを推進する「ＮＴＴ東日本グループアクト

グリーン２１」を展開しました。 

また、ダイバーシティ・マネジメント（※20）により多様な人材の活用および多様な働

き方の推進に取り組むとともに、ワーク・ライフ・バランスの推進を図りました。 

一方、危機管理としては、災害時の通信サービスの早期復旧に向け、大規模災害を想

定した自衛隊との共同訓練等にも取り組みました。特に、平成２２年１１月に横浜で開

催された「ＡＰＥＣ首脳会議」においては、危機管理演習を実施のうえ、期間中は危機

管理体制を構築し、安定した通信サービスを提供しました。 

これらＣＳＲの取り組みについて、ＮＴＴグループＣＳＲ憲章の理念を浸透させつつ、

グループ一体となったＣＳＲ活動を一層推進するために「ＮＴＴ東日本グループＣＳＲ

目標」を設定するなど、ＣＳＲ経営の強化に努めるとともに、「ＮＴＴ東日本グループＣ

ＳＲ報告書２０１０」を発行し、ステークホルダーへの情報開示にも積極的に取り組み

ました。 
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⑤「東日本大震災」への対応 

平成２３年３月に発生した「東日本大震災」では、地震発生後、直ちに本社および被

災地域に災害対策本部を立ち上げ、通信サービスおよび通信設備の早期復旧に向け、取

り組みました。移動電源車やポータブル衛星等も活用し、ＮＴＴグループ各社や通信建

設会社の応援も得て、総勢約６,０００名（※21）体制で通信サービスおよび通信設備の復

旧活動を行った結果、平成２３年３月末時点で、約９５％の通信ビルで機能が回復する

に至りました。 

また、東日本エリア全域での公衆電話無料化、避難所等への特設公衆電話（無料）お

よびインターネット接続コーナー（無料）の設置、「災害用伝言ダイヤル（１７１）」お

よび「災害用ブロードバンド伝言板（ｗｅｂ１７１)」の運用等により、連絡・情報収集

手段の確保を図るとともに、当社の社員等が被災者からお預かりした伝言を、被災者の

家族等に伝達し、不在の場合は「災害用伝言ダイヤル」等に代理で登録するなどの活動

も行いました。被災による設備故障で電話がご利用できなかったお客様や、避難指示・

避難勧告等によって実態的に電話がご利用できなかったお客様に対しては、その期間の

基本料金等を無料としました。一方、「フレッツ光メンバーズクラブ」のポイントプログ

ラムを活用してお客様からの義援金の受付を行ったことに加え、ＮＴＴグループの一員

として義援金を寄付するなど、情報通信事業者として、被災者支援や被災地域復興に取

り組みました。 

⑥営業収益等の状況 

以上の取り組みの結果、営業収益は 1 兆 9,571 億円（前年同期比 1.5％増）、営業利益

は 771 億円（対前年同期比 62.0％増）、経常利益は 960 億円（前年同期比 33.9％増）と

なりました。また、「東日本大震災」に係る特別損失 191 億円を計上しており、当期純利

益は 523 億円（前年同期比 3.5％増）となりました。 

※1：Software as a Service の略。ネットワークを通じてアプリケーションソフトの機能を顧客の必

要に応じて提供する仕組み。 

※2：従来は手元のコンピュータで管理・利用していたソフトウェアやデータ等を、インターネット等

のネットワークを通じてサービスの形で必要に応じて利用する方式。 

※3：Consumer Generated Media の略。ブログやＳＮＳをはじめとした、消費者が自ら情報を発信す

ることで作られるインターネット上のメディア。 

※4：Information and Communication Technology の略。情報通信技術を表す言葉。 

※5：Next Generation Network の略。次世代ネットワーク。 

※6：「フレッツ 光ネクスト」および「Ｂフレッツ」の総称。 

※7：Wireless Fidelity の略。無線通信で使用する規格 IEEE802.11 シリーズを製品に搭載した際、

他の IEEE802.11 シリーズ搭載機器と相互運用が可能となるように、互換性の保障をするためのブ

ランド名。 

※8：Customer Relationship Management の略。顧客との関係を緊密にすることによって、販売の拡

大を目指す手法。 

※9：集合住宅オーナー様、管理会社様、管理組合様がＮＴＴ東日本の提供する電気通信サービス「フ
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レッツ 光ネクスト ファミリー・ハイスピードタイプ」および「フレッツ・テレビ伝送サービス 

建物一括契約プラン」、株式会社オプティキャストの提供する放送サービス「オプティキャスト施

設利用サービス」を契約することにより、各入居者様が地上放送（デジタル／アナログ）とＢＳ

放送（デジタル／アナログ）等を受信できるようになるサービス。 

※10：ＮＴＴ東日本の提供する電気通信サービス「フレッツ 光ネクスト」および「フレッツ・テレビ

伝送サービス」、宮城ケーブルテレビ株式会社の提供する放送サービス「デジタルライト ネクス

ト」もしくは「デジタルベーシック ネクスト」を契約することにより、地上放送（デジタル／ア

ナログ）、ＢＳ放送（デジタル／アナログ）、ＣＳ放送（デジタル）、コミュニティチャンネルを受

信できるようになるサービス。 
※11：Public Switched Telephone Networks の略。公衆交換電話網、一般の加入電話回線ネ

ットワーク。 

※12：移行すること。当社のマイグレーションには、ＰＳＴＮからＩＰ網へのマイグレーシ

ョンやメタルから光へのマイグレーションの他、旧ＩＰ網から新ＩＰ網（ＮＧＮ）への

マイグレーション（平成２４年度末までに実施予定）がある。 

※13：ブロードバンド基盤の整備において、採算性の問題等から、民間事業者の事業展開が

困難な地域。 

※14：Indefeasible Right of User の略。破棄し得ない使用権。 

※15：東芝テック株式会社、東芝テックビジネスソリューション株式会社、東芝情報機器株

式会社。  
※16：株式会社ＮＴＴ東日本-東京中央、株式会社ＮＴＴ東日本-東京北、株式会社ＮＴＴ東日

本-東京東、株式会社ＮＴＴ東日本-東京西。 

※17：Business Process Reengineering の略。企業活動に関するある目標(売上高、収益率等)を設定

し、それを達成するために業務内容や業務の流れ、組織構造を分析、最適化すること。 

※18：使用する個々のパソコンに最低限の機能しか持たせず、サーバ側でアプリケーションソフトや

ファイル等の資源を管理するシステムの総称。 

※19：環境社会検定試験。主催「東京商工会議所」。 

※20：多様な人材を活かす経営戦略。 

※21：平成 23 年 3 月 30 日公表時点。平成 23 年 4月 27 日公表時点では約 6,500 名。 

 



(単位　百万円)

資産の部

　固定資産

　　電気通信事業固定資産

　　　有形固定資産

　　　　機械設備 ５３６，６４４ ５１８，７４７ △ １７，８９７

　　　　空中線設備 ６，０６８ ５，４５６ △ ６１１

　　　　端末設備 ８３，３３７ ７３，２５３ △ １０，０８４

　　　　市内線路設備 ８０７，６２０ ８０１，０７１ △ ６，５４９

　　　　市外線路設備 ４，７６４ ３，９２１ △ ８４３

　　　　土木設備 ６３６，５８８ ６２８，７２３ △ ７，８６５

　　　　海底線設備 １，７２２ ２，２１３ ４９０

　　　　建物 ４８７，８２７ ４７４，１１５ △ １３，７１１

　　　　構築物 １４，１１９ １４，６７５ ５５５

　　　　機械及び装置 ２，５７９ ２，７６２ １８２

　　　　車両及び船舶 １１８ １３９ ２１

　　　　工具、器具及び備品 ３９，０６８ ４０，６８２ １，６１４

　　　　土地 ２０１，１６７ １９９，０３９ △ ２，１２８

　　　　リース資産 ４，７８８ ２，１７２ △ ２，６１６

　　　　建設仮勘定 ２９，１５０ ４２，３４４ １３，１９３

　　　　有形固定資産合計 ２，８５５，５６７ ２，８０９，３１８ △ ４６，２４９

　　　無形固定資産 １０３，４６１ １０４，９８７ １，５２６

　　　電気通信事業固定資産合計 ２，９５９，０２９ ２，９１４，３０６ △ ４４，７２２

　　　投資その他の資産

　　　　投資有価証券 ７，５７１ ７，１１９ △ ４５２

　　　　関係会社株式 ４８，１９６ ４８，２５３ ５６

　　　　その他の関係会社投資 ７，３８４ ７，７３７ ３５３

　　　　出資金 １６６ ５４５ ３７８

　　　　関係会社長期貸付金 ４００ ４００ －

　　　　長期前払費用 ３，６０３ ３，８４１ ２３８

　　　　繰延税金資産 １９３，９１１ １７８，６１９ △ １５，２９１

　　　　その他の投資及びその他の資産 １０，４５７ ８，４７６ △ １，９８０

　　　　貸倒引当金 △ １，４２５ △ １，０６３ ３６１

　　　　投資その他の資産合計 ２７０，２６６ ２５３，９２９ △ １６，３３７

　　固定資産合計 ３，２２９，２９５ ３，１６８，２３５ △ ６１，０５９

　流動資産

　　現金及び預金 １３８，１５５ １７２，４９８ ３４，３４２

　　受取手形 ６８ ７ △ ６１

　　売掛金 ２９３，９９３ ３２３，５３７ ２９，５４４

　　未収入金 ７，８５２ ８，４５３ ６０１

　　有価証券 １０ １０ △ ０

　　貯蔵品 ３５，４９６ ３５，２５９ △ ２３６

　　前渡金 ２，３３２ ２，１６８ △ １６４

　　前払費用 ７，２５６ ７，３９９ １４２

　　繰延税金資産 ８，１９８ ９，７０２ １，５０３

　　その他の流動資産 ２０，３３１ ４１，８５４ ２１，５２３

　　貸倒引当金 △ ２，７４８ △ ４，０７３ △ １，３２５

　　流動資産合計 ５１０，９４７ ５９６，８１６ ８５，８６９

　資産合計 ３，７４０，２４３ ３，７６５，０５２ ２４，８０９

２．比較貸借対照表 

（平成22年３月31日） （平成23年３月31日）
科 目

第 11 期 第 12 期
増 減 ( △ )
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(単位　百万円)

負債の部

　固定負債

　　関係会社長期借入金 ７５８，７４３ ６６６，０５５ △ ９２，６８７

　　リース債務 ４，５０８ ２，０５７ △ ２，４５１

　　退職給付引当金 ２８０，６５０ ２５４，０５４ △ ２６，５９５

　　ポイントサービス引当金 － ２，９４４ ２，９４４

　　未使用テレホンカード引当金 １５，３９７ １５，１０１ △ ２９６

　　資産除去債務 － ６２９ ６２９

　　その他の固定負債 ８，４２１ ７，９９９ △ ４２２

　　固定負債合計 １，０６７，７２１ ９４８，８４２ △ １１８，８７８

　流動負債

　　１年以内に期限到来の関係会社長期借入金 ９０，５９５ １２２，６８７ ３２，０９２

　　買掛金 ９５，６７０ １０４，５３４ ８，８６３

　　短期借入金 － ３０，０００ ３０，０００

　　リース債務 ３，１６８ ２，９４５ △ ２２３

　　未払金 ２１８，１５８ ２５４，８１０ ３６，６５２

　　未払費用 １６，９４５ １７，９４３ ９９７

　　未払法人税等 ８，１４３ １，６６１ △ ６，４８２

　　前受金 ９，０６８ ６，３７３ △ ２，６９４

　　預り金 １０５，５５１ １２７，２６３ ２１，７１１

　　前受収益 １４１ １９５ ５４

　　災害損失引当金 － ５，５００ ５，５００

　　資産除去債務 － ７０ ７０

　　その他の流動負債 １３，８５１ １２，４５３ △ １，３９８

　　流動負債合計 ５６１，２９４ ６８６，４３８ １２５，１４３

　負債合計 １，６２９，０１５ １，６３５，２８１ ６，２６５

純資産の部

　株主資本

　　資本金 ３３５，０００ ３３５，０００ －

　　資本剰余金

　　　資本準備金 １，４９９，７２６ １，４９９，７２６ －

　　　資本剰余金合計 １，４９９，７２６ １，４９９，７２６ －

　　利益剰余金

　　　その他利益剰余金

　　　　圧縮積立金 ５，１５２ ６，０９９ ９４７

　　　　繰越利益剰余金 ２７１，３５２ ２８９，２０９ １７，８５６

　　　利益剰余金合計 ２７６，５０５ ２９５，３０８ １８，８０３

　　株主資本合計 ２，１１１，２３１ ２，１３０，０３５ １８，８０３

　評価・換算差額等

　　その他有価証券評価差額金 △ ４ △ ２６３ △ ２５９

　　評価・換算差額等合計 △ ４ △ ２６３ △ ２５９

　純資産合計 ２，１１１，２２７ ２，１２９，７７１ １８，５４４

負債・純資産合計 ３，７４０，２４３ ３，７６５，０５２ ２４，８０９

（平成22年３月31日） （平成23年３月31日）

第 11 期 第 12 期
増 減 ( △ )科 目
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(単位　百万円)

科 目

電気通信事業営業損益

　営業収益 １，７９０，３６９ １，７７６，０８５ △ １４，２８３

　営業費用

　　営業費 ４８２，５６３ ４７３，２５０ △ ９，３１２

　　運用費 １３，４９２ １２，７４８ △ ７４４

　　施設保全費 ４３８，８５５ ４２３，６８１ △ １５，１７４

　　共通費 ９４，３９５ ９１，８７６ △ ２，５１９

　　管理費 １１６，７３５ １０８，６５１ △ ８，０８４

　　試験研究費 ５３，１２７ ５１，０５３ △ ２，０７３

　　減価償却費 ３９６，１５６ ３９０，４１７ △ ５，７３９

　　固定資産除却費 ４２，０９８ ４９，７０９ ７，６１１

　　通信設備使用料 ３６，６９８ ３３，１４３ △ ３，５５４

　　租税公課 ７２，３７６ ７２，３８０ ３

　　営業費用合計 １，７４６，５００ １，７０６，９１１ △ ３９，５８８

　電気通信事業営業利益 ４３，８６８ ６９，１７３ ２５，３０４

附帯事業営業損益

　営業収益 １３８，２８３ １８１，０６１ ４２，７７７

　営業費用 １３４，５１８ １７３，０８０ ３８，５６１

　附帯事業営業利益 ３，７６５ ７，９８１ ４，２１６

営業利益 ４７，６３４ ７７，１５５ ２９，５２０

営業外収益

　受取利息 ４２ １３２ ９０

　有価証券利息 ４ ９ ４

　受取配当金 ３，８１４ １，８１７ △ １，９９７

　物件貸付料 ５４，５１９ ４５，１１２ △ ９，４０６

　雑収入 ３，２５３ ６，８２３ ３，５６９

　営業外収益合計 ６１，６３３ ５３，８９４ △ ７，７３９

営業外費用

　支払利息 １１，４５１ １０，９６９ △ ４８２

　物件貸付費用 ２１，４１７ ２１，４５７ ４０

　雑支出 ４，６４８ ２，５５６ △ ２，０９１

　営業外費用合計 ３７，５１７ ３４，９８３ △ ２，５３３

経常利益 ７１，７５０ ９６，０６６ ２４，３１５

特別利益

　固定資産売却益 ９，８２９ － △ ９，８２９

　特別利益合計 ９，８２９ － △ ９，８２９

特別損失

　災害特別損失 － １９，１９０ １９，１９０

　特別損失合計 － １９，１９０ １９，１９０

税引前当期純利益 ８１，５８０ ７６，８７６ △ ４，７０４

法人税、住民税及び事業税 １８，４６２ １０，６０７ △ ７，８５４

法人税等調整額 １２，５６８ １３，９６５ １，３９６

当期純利益 ５０，５４９ ５２，３０３ １，７５４

平成21年４月１日から 平成22年４月１日から

第 11 期 第 12 期

 ３．比較損益計算書 

増 減 （ △ ）
平成22年３月31日まで 平成23年３月31日まで
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前事業年度  （自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） （単位　百万円）

前期末残高 335,000 1,499,726 1,499,726 - 259,456 259,456 2,094,182 △ 47 △ 47 2,094,135

当期変動額           

剰余金の配当     △ 33,500 △ 33,500 △ 33,500   △ 33,500

当期純利益     50,549 50,549 50,549   50,549

圧縮積立金の積立    5,152 △ 5,152     - 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

       42 42 42

当期変動額合計 - - - 5,152 11,896 17,049 17,049 42 42 17,092

当期末残高 335,000 1,499,726 1,499,726 5,152 271,352 276,505 2,111,231 △ 4 △ 4 2,111,227

当事業年度  （自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） （単位　百万円）

前期末残高 335,000 1,499,726 1,499,726 5,152 271,352 276,505 2,111,231 △ 4 △ 4 2,111,227

当期変動額           

剰余金の配当     △ 33,500 △ 33,500 △ 33,500   △ 33,500

当期純利益     52,303 52,303 52,303   52,303

圧縮積立金の積立    947 △ 947     - 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

       △ 259 △ 259 △ 259

当期変動額合計 - - - 947 17,856 18,803 18,803 △ 259 △ 259 18,544

当期末残高 335,000 1,499,726 1,499,726 6,099 289,209 295,308 2,130,035 △ 263 △ 263 2,129,771

評価・換算差額等

圧縮積立金

その他
有価証券

評価
差額金

評価・換算
差額等
合計

純資産
合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

資本
準備金

資本
剰余金
合計

その他利益剰余金
利益

剰余金
合計繰越利益

剰余金

株主資本

評価・換算
差額等
合計

株主資本
合計

その他
有価証券

評価
差額金

株主資本

その他利益剰余金

資本剰余金

圧縮積立金

 ４．株主資本等変動計算書 

資本金

資本
準備金

資本
剰余金
合計

利益
剰余金
合計繰越利益

剰余金

利益剰余金

純資産
合計

評価・換算差額等
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(単位　百万円)

　音声伝送収入（ＩＰ系除く） ８１６，１７０ ７４２，２７８ △ ７３，８９１ △ ９．１

（再）基本料 ５６２，９１２ ５０９，２０４ △ ５３，７０８ △ ９．５

（再）通話料 ８４，１２６ ７１，１６０ △ １２，９６６ △ １５．４

（再）相互接続通話料 １０１，１１５ ９９，８５４ △ １，２６１ △ １．２

　ＩＰ系収入 ６４５，５１０ ７２４，４９３ ７８，９８２ １２．２

　専用収入（ＩＰ系除く） １５４，５７４ １４９，４８８ △ ５，０８５ △ ３．３

　電報収入 ２０，６７１ １８，８６９ △ １，８０２ △ ８．７

　その他の電気通信事業収入 １５３，４４２ １４０，９５６ △ １２，４８６ △ ８．１

電気通信事業営業収益合計 １，７９０，３６９ １，７７６，０８５ △ １４，２８３ △ ０．８

附帯事業営業収益合計 １３８，２８３ １８１，０６１ ４２，７７７ ３０．９

営業収益合計 １，９２８，６５３ １，９５７，１４７ ２８，４９４ １．５

科 目

第 12 期
増　減　額

（△）平成22年４月１日から
増　減　率

（％）

 ５．営業実績 

第 11 期

平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで 平成23年３月31日まで
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(単位　百万円)

営業活動によるキャッシュ・フロー

　税引前当期純利益 ８１，５８０ ７６，８７６ △ ４，７０４

　減価償却費 ４０９，１０７ ４０３，５１０ △ ５，５９６

　固定資産除却損 ２２，８１７ ２６，８２６ ４，００８

　固定資産売却益 △ ９，８２９ － ９，８２９

　退職給付引当金の増加又は減少（△）額 △ ４，８１９ △ ２６，５９５ △ ２１，７７６

　売上債権の増加（△）又は減少額 ２，２０４ △ ３０，０８４ △ ３２，２８９

　たな卸資産の増加（△）又は減少額 １，９１８ ２，９３９ １，０２１

　仕入債務の増加又は減少（△）額 △ ３，５３６ ３９，５０４ ４３，０４０

　未払消費税等の増加又は減少（△）額 ８０９ ３，４６０ ２，６５０

　その他 ５０，０４４ ５０，１１７ ７３

　小計 ５５０，２９６ ５４６，５５４ △ ３，７４１

　利息及び配当金の受取額 ３，８５６ １，９５９ △ １，８９７

　利息の支払額 △ １１，４２０ △ １１，０７１ ３４９

　法人税等の受取又は支払（△）額 △ ２４，９２９ △ ２３，０４３ １，８８５

　営業活動によるキャッシュ・フロー ５１７，８０２ ５１４，３９９ △ ３，４０３

投資活動によるキャッシュ・フロー

　固定資産の取得による支出 △ ４５１，５３１ △ ３９５，３８０ ５６，１５１

　固定資産の売却による収入 １２，６７４ ５，５３０ △ ７，１４３

　投資有価証券等の取得による支出 △ ２，２１５ △ ３，０４７ △ ８３２

　投資有価証券等の売却による収入 ３５３ ２，２０１ １，８４７

　その他 ２，０２５ １，７４２ △ ２８２

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ ４３８，６９３ △ ３８８，９５３ ４９，７３９

財務活動によるキャッシュ・フロー

　長期借入による収入 ２００，０００ ３０，０００ △ １７０，０００

　長期借入金の返済による支出 △ １０５，８０９ △ ９０，５９５ １５，２１４

　短期借入による増減（△）額 △ １２５，０００ ３０，０００ １５５，０００

　リース債務の返済による支出 △ ２，７０６ △ ３，２８９ △ ５８３

　配当金の支払額 △ ３３，５００ △ ３３，５００ －

　財務活動によるキャッシュ・フロー △ ６７，０１５ △ ６７，３８５ △ ３６９

現金及び現金同等物の増加又は減少（△）額 １２，０９３ ５８，０６０ ４５，９６６

現金及び現金同等物の期首残高 １３２，６７１ １４４，７６４ １２，０９３

現金及び現金同等物の期末残高 １４４，７６４ ２０２，８２４ ５８，０６０

 ６．比較キャッシュ・フロー計算書 

科 目 平成21年４月１日から 平成22年４月１日から
平成22年３月31日まで 平成23年３月31日まで

増 減 （ △ ）

第 11 期 第 12 期
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